
法令等における特別会計改革に関する位置づけ

簡
素
で
効
率
的
な
政
府
を
実
現
す
る
た
め
の
行
政
改
革
の
推

進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
十
七
号
）

（
抄
）

（
道
路
整
備
特
別
会
計
等
の
見
直
し
）

第
二
十
条

道
路
整
備
特
別
会
計
、
治
水
特
別
会
計
、
港
湾

整
備
特
別
会
計
、
空
港
整
備
特
別
会
計
及
び
都
市
開
発
資

金
融
通
特
別
会
計
は
、
平
成
二
十
年
度
ま
で
に
統
合
す
る

も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
特
別
会

計
に
お
い
て
経
理
さ
れ
て
い
た
事
務
及
び
事
業
に
つ
い
て

は
、
そ
の
合
理
化
及
び
効
率
化
を
図
る
も
の
と
す
る
。

２

空
港
整
備
特
別
会
計
に
お
い
て
経
理
さ
れ
て
い
る
事
務

及
び
事
業
に
つ
い
て
は
、
将
来
に
お
い
て
、
独
立
行
政
法

人
そ
の
他
の
国
以
外
の
者
に
行
わ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
検

討
す
る
も
の
と
す
る
。

３

（
略
）

４

空
港
整
備
特
別
会
計
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
二
十

五
号
）
附
則
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
（
※
）
に
つ

い
て
は
、
第
一
項
の
統
合
の
後
に
お
い
て
も
、
空
港
の
整

備
に
係
る
歳
出
及
び
借
入
金
を
抑
制
す
る
よ
う
努
め
つ
つ
、

こ
れ
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、
将
来
に
お
い
て
、
空
港
の

整
備
の
進
捗
状
況
を
踏
ま
え
、
そ
の
廃
止
に
つ
い
て
検
討

す
る
も
の
と
す
る
。

空
港
整
備
特
別
会
計
法
附
則
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
と
は
、
航
空
機
燃
料
税

の
十
三
分
の
十
一
を
一
般
会
計
か
ら
空
港
整
備
特
別
会
計
へ
繰
り
入
れ
る
措
置
を
指

す
。

特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十
三
号
）
に
お
い
て
、
個
別
の

特
別
会
計
の
改
革
を
具
体
的
に
盛
り
込
む
と
と
も
に
、
特
別
会
計
法
に
定
め
ら
れ
た

財
政
法
の
例
外
規
定
等
を
整
理
。

（注）（※）



《役割》
航空輸送需要の増大に対処して空港・航空保安施設整備等の促進と維持運営の円滑化を図るとともに、受益と負
担の関係を明確にしつつ所要の財源を確保するため、歳入歳出を一般会計と区分して管理し、経理内容を明確に
するため設けられたもの。

《事業の概要》
一般会計からの繰入金（一般財源、航空機燃料税収入の11/13相当額）、航空事業者等から徴収する空港使用料、
財政融資資金からの借入金等を財源として、大都市圏拠点空港を中心とした空港整備事業、空港周辺の環境対策
事業、航空管制施設等の新設・改良工事等の航空路整備事業、空港等の維持運営事業等を実施。

《役割》
航空輸送需要の増大に対処して空港・航空保安施設整備等の促進と維持運営の円滑化を図るとともに、受益と負
担の関係を明確にしつつ所要の財源を確保するため、歳入歳出を一般会計と区分して管理し、経理内容を明確に
するため設けられたもの。

《事業の概要》
一般会計からの繰入金（一般財源、航空機燃料税収入の11/13相当額）、航空事業者等から徴収する空港使用料、
財政融資資金からの借入金等を財源として、大都市圏拠点空港を中心とした空港整備事業、空港周辺の環境対策
事業、航空管制施設等の新設・改良工事等の航空路整備事業、空港等の維持運営事業等を実施。

空港整備特別会計

財政投融資

航空事業者等

その他（土地利用者等）

一 般 会 計

一般財源

航空機燃料税11／13

空港使用料

雑収入等

歳 入 歳 出

大都市圏拠点空港等空港整備事業

１９年度 5,638億円

空港等維持運営費等

その他事業

新設滑
走路

2,500ｍ

Ｎ

東
京
湾多

摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ

Ｃ滑走路
3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,5
00ｍ

連絡誘導路

国
際
線
地
区

新設滑走路
2,500ｍ

羽田空港再拡張事業

●飛行場管制塔
（コントロールタワー）

・一般空港等整備

・航空サービス高度化
推進事業

一般会計 1,628
より受入

空港使用料 2,170

雑収入等 1,069

財投借入 771

空港整備事業 3,672

うち大都市圏拠点空港

3,084

その他事業 551

空港等維持運営費等

1,416

・環境対策事業

・航空路整備事業

・航空安全・保安対策

・離島航空事業助成

空港・管制関係施設の維持管理、航空保
安施設の安全検査 等

航空路監視ﾚｰﾀﾞｰ
（羽田再拡張事業を対象）

(注)1．この表には、一般会計に計上の工事諸費4億円を含む。
2．この表には、平成13年度2次補正において措置された
NTT-A資金の償還関係の26億円を含まない。

空港整備特別会計の概要



不足分 2,399（42.5）

歳 出

5, 638億円

着陸料等収入
881 (15.6)

雑収入等
1,069 (19.0)  

成田国際空港 等
36 (0.6)

関西国際空港
123 (2.2)

羽田再拡張
1,637 (29.0)

一般空港等
417 (7.4)

環境対策
123(2.2)

航空路
241(4.3)

維持運営費等
1,354 (24.0)     

離島航空助成
4 (0.1)

大都市圏
拠点空港
3,084
(54.6)

羽田機能向上
1,288 (22.8)

歳 入

5, 638億円

純粋一般財源
702 (12.4)

航空機燃料税
相当額
926 (16.4)

航行援助
施設利用料
1,289 (22.9)

財政投融資
771 (13.7)

自己収入分
3,239
(57.5)

平成１９年度予算額 単位：億円（％）

国有資産所在
市町村交付金
62 (1.1) 大都市圏拠点

空港に重点化

航空安全・保安対策
183 (3.3)

航空サービス
高度化推進事業
171 (3.0)

（ 歳 入 ） （ 歳 出 ）

空港整備特別会計の歳入・歳出規模（平成19年度予算額）



1,049億円
（1,049億円）

約310億円
（約230億円）

約700億円
（約700億円）

約1,050億円
（約1,050億円）

償還額

（内財投借入分）

※１７年度は決算額、１８年度は予算額、１９年度は予算額。２０年度以降は見込額をﾍﾞｰｽに試算。平成１０年以降の借入については金利見直し時に一定の金利上昇を勘案して試算。

0

3,000

6,000

9,000

12,000

17
(2005)

18 19 20 21 22
(2010)

23 24 25 26 27
(2015)

28 29 30 31 32
(2020)

33 34 35 36 37
(2025)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

（億円）

再拡張事業（地方）

再拡張事業（財投）

棒ｸﾞﾗﾌ（残高推移） 折れ線ｸﾞﾗﾌ（償還額：含利子）

沖合展開事業

9,016億円
（8,881億円）

借入残高

（内財投借入分）

約2,700億円
（約1,700億円）

約6,100億円
（約4,800億円）

約9,700億円
（約8,400億円）

Ｈ１７年度末年 度 Ｈ３７年度末見込Ｈ２７年度末見込Ｈ２２年度末見込

羽田空港に係る財投借入金の償還金について



管制業務を航空局が実施

管制業務を防衛省が実施

管制業務を米軍が実施

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

管制業務を航空局が実施

管制業務を防衛省が実施

管制業務を米軍が実施

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

管制業務を航空局が実施

管制業務を防衛省が実施

管制業務を米軍が実施

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

管制業務を航空局が実施

管制業務を防衛省が実施

管制業務を米軍が実施

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

管制業務を航空局が実施

管制業務を防衛省が実施

管制業務を米軍が実施

自衛隊高高度訓練試験空域

米軍制限空域

凡 例

福岡FIR

○ 航空路については、航空局が管制業務を実施。
○ 飛行場及びその周辺空域については、航空局、防衛省、米軍が実施。
○ この他、自衛隊と米軍の訓練空域が存在。

このような複雑な空域の状況の中で、独立行政法人化等を行っている主要国の
例はない。

我が国における管制業務

米軍制限空域

自衛隊高高度
訓練/試験空域

管制区洋上管制区

民間訓練/
試験空域

自衛隊低高度訓
練/試験空域

非管制区

【訓練/試験空域等】
→空域を分離することで、相互の安全を確保

進入管制区

飛行情報区

航空管制サービスエリア（空域区分）

600m1700m 200m
もしくは

300ｍ

航空交通
管制圏



○NATSが軍・民の管制業務を一元的に
実施。

○DFSが軍・民の管制業務を一元的に
実施。

○在独米軍は１９９４年に大半が撤退。

○軍・民が、それぞれに空域を確保し、

管制業務を実施。

○相互の調整は、現場も含め各レベ

ルで実施。

○軍・民が、それぞれに空域を確保し、

管制業務を実施。

○相互の調整は、現場も含め各レベ

ルで実施。

○在日米軍、自衛隊、航空局がそれぞ

れに空域を確保し、管制業務を実施。

○相互の調整は、現場も含め各レベル

で実施。

軍との関係

約310万km2

約39万km2

約116万Km2

約6,550万
km2

約700万km2

担当区域

5,000人

5,370人

8,300人

36,290人

4,652人

職員数

国が出資する法
人（国が49％，
英国の航空会社
が42％出資）

国が全額出資す
る法人（法律上
は民間の出資可
能）

政府の一機関

政府の一機関

政府の一機関

実施主体の性格

NATS（National Air 
Traffic Services）

DFS（Deutsche Flug
Sicherung・

ﾄﾞｲﾂ航空管制機関）

DGAC（Direction
Generale del

Aviation Circle・
航空総局）

FAA（Federal
Aviation

Administration・
連邦航空局）

国土交通省航空局

実施主体名

イギリス

ドイツ

フランス

日本

アメリカ

国名

主要国における民間航空管制業務の実施主体




